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本市において普通会計ベースとは、一般会計に土地取得事業特別会計を合算し純計（重複部分を控

除）した会計です。
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はじめに

人口減少と急速に進行する少子高齢の時代において、新たに必要とされる行政需要の発生や増大

が予想される社会状況の中、これら社会課題の解決にも適切に対応しつつ、市民サービスを維持し

続けるためには、安定的な財政運営を維持していくことがこれまで以上に重要となってきます。

こうした背景から、健全で規律のある自律した財政運営を維持することにより、市民福祉の向上

を継続的に図ることを目的として、財政運営の基本的事項を定める『岸和田市健全な財政運営に関

する条例（令和２年３月 24日条例第１号）』（以下「財政健全化条例」という。）を令和元年度に策定

しました。

「岸和田市財政計画」は、「財政健全化条例」第 14条（財政計画の策定及び公表）に基づき、持続

的かつ計画的な財政運営に資するため、毎年策定し、10 月に公表するものです。財政計画を策定す

ることで、次年度の予算編成の方針や次年度以降の財政運営の目標を立て、継続的、安定的に市民サ

ービスが提供できる財政状況を維持することに努めてまいります。
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第１ 岸和田市の財政状況

（１）歳入の状況

歳入は、大きく分けて市税などの自主財源と、地方交付税・国庫支出金・府支出金・市債などの依存財

源に分けられます。本市は自主財源が約４割、依存財源が約６割となっており、自主財源が少なく、依存

財源が多くの割合を占めていることから、税収基盤がぜい弱であり、かつ国等からの財源に大きく影響を

受ける不安定な財政構造であることが分かります。

令和６年度では、主要な自主財源である市税収入は約 252 億円となり、定額減税の影響によって前年

度より約 3.3億円減少しました。

また、依存財源では、市立認定こども園整備事業費等の普通建設事業費の増加によって市債が前年度よ

り約 7.8 億円増加したことに加え、普通交付税の追加交付がなされたこと等により地方交付税が約 12.9

億円の増加となりました。

R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6決算

合計 977.42 877.58 856.03 868.47 888.85

市税 249.21 246.02 253.30 255.10 251.81

その他自主財源 52.29 78.71 64.45 72.03 65.71

地方交付税 130.52 147.26 145.55 149.31 162.19

国庫支出金 402.37 259.57 234.94 230.57 226.01

市債 32.29 24.40 27.54 32.08 39.88

その他依存財源 110.74 121.62 130.25 129.38 143.25

110.74 121.62 130.25 129.38 143.25
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（２）歳出の状況

歳出は、経常的経費と臨時的経費に分けることができ、さらに経常的経費の中で、人件費、扶助費、公

債費については義務的経費に分けられます。本市の歳出構造は、経常的な固定経費となる義務的経費が歳

出全体の６割程度を占めています。

義務的経費である人件費は、各年度の退職者数が年度間で増減するため、令和６年度は、退職手当等に

より増加しました。公債費は、過去の大規模な建設投資による市債の償還が順次終了してきたことにより

減少しました。扶助費は、社会保障関係費の影響により引き続き増加傾向にあり、令和６年度は、定額減

税補足給付金支給事業費の皆増等により増加しました。

義務的経費以外の経費では、補助費等が上水道事業の広域水道企業団への統合に伴い、公営企業職員等

退職手当負担事業の皆増等により増加したものの、その他の項目で下水道事業会計貸付事業費が皆減と

なった他、斎場整備事業費の減少により投資的経費が減少したこと等により、義務的経費の割合が前年度

より増加しました。

R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6決算

合計 968.00 853.21 841.43 850.09 878.24

人件費 129.24 124.53 130.10 128.31 143.54

扶助費 273.41 322.84 303.90 324.66 340.89

公債費 70.71 66.96 78.24 56.44 55.04

物件費 87.59 101.81 93.80 93.20 99.11

維持補修費 5.07 5.64 5.04 6.56 6.11

補助費等 274.98 66.49 88.93 67.14 73.34

繰出金 78.39 79.46 81.44 85.19 87.47

投資的経費 32.67 27.95 42.22 61.04 56.14

その他 15.94 57.53 17.76 27.55 16.60
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（３）収支の状況

下記のグラフは、令和２年度から令和６年度までの決算を「実質収支」と「実質単年度収支」という２

つの指標で表したものです。

岸和田市では、厳しい財政状況に対応するために平成 30年度から「行財政再建プラン」による取組を

着実に進めてきたことで、令和３年度までの集中改革期間において 109.4 億円の財源を確保できたこと

により、黒字の収支となっています。

令和６年度は、市税が定額減税の影響により前年度より減少したものの、その他の歳入が堅調に推移し

たことにより黒字収支となりました。

R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6決算

実質収支 8.00 22.76 9.69 13.20 7.88

実質単年度収支 6.50 43.75 △ 1.07 3.06 5.71
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注₂ 実質単年度収支の値は、一般的な実質単年度収支の計算方法とは異なります。

実質収支とは

形式収支から翌年度に使うことが決まっている金額を差し引いたもので、次の計算式

で求めます。

実質収支＝歳入決算額－歳出決算額－翌年度繰越財源

実質単年度収支とは

単年度収支から実質的に黒字や赤字の要因として働いたものを差し引いたもので、次

の計算式で求めます。

実質単年度収支＝当該年度の実質収支－前年度実質収支＋地方債繰上償還額

＋財政調整基金積立額－財政調整基金取崩額

本計画上の実質単年度収支とは、下記により算出した値としています。

実質単年度収支＝一般的な実質単年度収支＋財政調整基金編入額＋減債基金積立額

－減債基金取崩額＋減債基金編入額
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（４）基金残高の状況

本市は、財政調整基金、減債基金及びその他特定目的基金を保有しており、資金を積み立てていく一

方、必要な事業の財源として取り崩し、残高を確保しながら活用しています。

財政調整基金は、財源に不足が生じた場合に、その不足する財源を補填するという役割を担っていま

す。減債基金は、将来にわたり健全な財政運営を行うため、市債の返済（公債費）の財源として活用され

ています。例年、決算剰余金（歳入決算金額－歳出決算金額）の２分の１以上を条例の規定により、財政

調整基金又は減債基金に積み立てています。

その他特定目的基金は、さまざまな基金の設置目的に応じた事業に活用されています。本市において

は、令和６年度時点で 17の基金を保有しており、その主なものは、岸和田市庁舎建設基金、岸和田市ふ

るさと応援基金となっています。

令和６年度は、財政調整基金が約 6.6億円、減債基金が約 3.9億円増加しました。また、その他特定目

的基金が約 5.8億円増加し、その主なものは、教育基金、岸和田市庁舎建設基金となっています。

下記のグラフは、令和２年度から令和６年度までの基金残高の推移を表したものです。

R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6決算

合計 79.29 132.18 148.73 151.70 168.01

財政調整基金 28.99 51.20 51.20 44.74 51.35

減債基金 0.40 7.18 19.18 27.39 31.29

その他特定目的基金 49.90 73.80 78.35 79.57 85.37
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（５）市債残高の状況

地方債（市債）とは、地方公共団体が一会計年度を超えて行う借入れをいいます。地方債は、原則とし

て投資的経費（建設事業関係の経費）の一定部分に充てられます。例えば、公共施設の建設事業の場合、

建設年度には多額の費用が必要となりますが、10 年後、20 年後も継続的に利用されることになるため、

建設当時の住民だけが費用を負担するのではなく、今後施設を利用していく将来世代の住民にも負担し

てもらい、世代間の費用負担を公平にしようとすることが地方債の役割の一つです。

令和６年度は、市債の発行抑制を行ってきたこと等により前年度から公債費は約 1.4 億円、市債残高

は約 13.1億円減少しました。

下記のグラフは市債残高、市債の新規発行額、公債費の令和６年度までの推移を表したものです。

（６）財政指標の状況

市の財政運営は市民福祉の向上を目的としていますが、その目的を達成するためには、安定した財政運

営が必要不可欠です。そこで、財政運営の安定性を全国の自治体において使われている指標を活用し公表

することで、市民の方と情報を共有します。

財政指標とは、１．実質単年度収支、２．経常収支比率、３．財政調整基金等残高比率、４．将来負担

比率を設定しています。

また、安定した財政運営を維持することを目的として、「財政健全化条例」第 16条（財政指標抵触基準

の設定）に基づき、３．財政調整基金等残高比率、４．将来負担比率に抵触基準を設定し、「地方公共団

体の財政の健全化に関する法律（平成 19年法律第 94号）」（以下「健全化法」という。）の基準よりも早

い段階から改善へ向けた対策を、自主的、自律的に取り組むこととしています。

R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6決算

市債残高 622.23 582.62 534.33 512.06 498.95

新規発行 32.29 24.40 27.54 32.08 39.88

公債費 70.71 66.96 78.24 56.44 55.04
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抵 触 基 準

財政調整基金等残高比率 ５％以下となった場合

将来負担比率 100％以上となった場合

下記のグラフは各指標の令和２年度から令和６年度までの決算値を表したものです。

令和６年度においては、経常収支比率と将来負担比率は前年度より悪化しましたが、実質単年度収支

と財政調整基金等残高比率は引き続き改善となり、いずれも抵触基準に該当しませんでした。

１．実質単年度収支

２．経常収支比率

※経常収支比率とは下記により算出した値をいう。

経常経費充当一般財源の額／経常一般財源×100

R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6決算

実質単年度収支 6.50 43.75 △ 1.07 3.06 5.71
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３．財政調整基金等残高比率

※財政調整基金等残高比率とは下記により算出した値をいう。

（出納閉鎖後の財政調整基金残高＋減債基金残高）／標準財政規模×100

４．将来負担比率

※将来負担比率とは「健全化法」第２条第４号に規定する算式により算出した値をいう。

R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6決算

財政調整基金等残高比率 6.8% 13.0% 15.9% 16.1% 18.0%

抵触基準 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0%
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R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6決算

将来負担比率 11.6％ △ 12.3％ △ 27.2％ △ 27.8％ △ 26.1％

抵触基準 100％ 100％ 100％ 100％ 100％
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第２ 財政計画

（１）計画期間

計画期間は、令和８年度から令和 12年度までの５ヶ年

（２）計画策定の前提条件

○ 普通会計ベースで試算する。

○ 試算時点は、令和７年８月とする。

○ 歳入歳出の主な項目の見込み方は、以下のとおりとする。

＜歳入＞

項目 区分 試算方法

市税

個人市民税

法人市民税

・令和７年度決算見込額を基に、本市の納税義務者数や生産年齢人口の

増減を見込み、国の「中長期の経済財政に関する試算（令和７年８月

７日経済財政諮問会議提出）」における「過去投影ケース（ベースライ

ンケース）」を参考に計上。

固定資産税 ・令和７年度決算見込額を基に、評価替え等による増減を見込み計上。

軽自動車税 ・令和７年度決算見込額及び過去の実績等に基づき計上。

市町村たばこ税
・喫煙人口の減少を見込み、毎年減少するものとした上で、法改正に伴

う、加熱式たばこの換算方法の変更を計上。

都市計画税 ・固定資産税に準じて計上。

地 方

交付税

普通交付税

・国の動向を把握し、基準財政需要額は、国立社会保障・人口問題研究

所の推計人口、公債費（新発債を含む）、事業費補正等を算出し計上。

・基準財政収入額は、税収入等の推計を基に計上。

特別交付税 ・各年度令和７年度決算見込額（災害復旧費等を除く）を計上。

国・府支出金 ・普通建設事業費、扶助費、繰出金等の財源を計上。

地方債 ・普通建設事業費等に係る地方負担額の財源を計上。

地方譲与税 ・原則として、各年度令和７年度決算見込額を計上。

その他の交付金 ・原則として、各年度令和７年度決算見込額を計上。

その他

分担金及び負担金 ・普通建設事業費及び扶助費等の財源を計上。

使用料及び手数料 ・令和７年度決算見込額から、歳出に伴う変動を見込み計上。

財産収入 ・土地売払収入、財産運用収入を計上。

寄附金 ・令和７年度決算見込額及び実績等に基づき、寄附金を計上。

繰入金
・基金繰入金及び財産区繰入金は、現行の取り扱いに基づき、各事業費

の財源として見込まれる額を計上。

諸収入

・令和７年度決算見込額から、歳出に伴う変動を見込み計上。

・競輪事業収入は、公営競技事業所の収支計画に基づき計上。

・ボートレース事業収入は、令和８年度以降同額で計上。
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＜歳出＞

項目 区分 試算方法

義務的

経 費

人件費

・職員数は、行財政改革課の定員管理上の予定人数に基づき計上。

・定年延長として、定年退職の年齢を令和５年度から令和 13年度までの間で、

２年ごとに１歳ずつ 65歳まで段階的に引き上げる措置を見込み計上。

扶助費

・社会福祉費、老人福祉費、児童福祉費、生活保護費、教育費、その他に分け、

近年の本市の状況を参考に増減を見込み計上。

・医療分については、個別に近年の本市の状況を参考に増減を見込み計上。

公債費 ・既発債の元利償還金及び新発債に伴う所要額を計上。

普通建設事業費
・継続事業及び本計画の策定時点において、事業の実施が見込まれている事業

について所要額を計上。

その他

物件費 ・令和７年度決算見込額から各年度の特殊要因を見込み計上。

維持補修費 ・令和７年度決算見込額に老朽施設の修繕費を見込み計上。

補助費等

・一部事務組合への負担金、企業会計への繰出金については、組合及び各企業

会計において策定した収支計画に基づき計上。

・それ以外のものについては、令和７年度決算見込額から各年度の特殊要因を

見込み計上。

積立金
・各年度、特定財源を伴うもの、または基金の目標額を定め積み立てるものに

ついて計上。

投資・出資金 ・各企業会計及び水道企業団において策定した計画に基づき計上。

貸付金 ・原則として、各年度令和７年度決算見込額を計上。

繰出金 ・各特別会計の収支計画に基づき計上。
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（３）計画期間の財政収支

◇ 計画期間の財政収支

令和８年度から令和 12年度までの計画期間における収支については、歳出において、人件費及び普

通建設事業で年度間の増減が生じるほか、扶助費と公債費の増加が見込まれる。しかし、歳入におい

て、市税及び譲与税、交付金等が堅調に推移することから、収支は黒字で推移します。

※財政計画期間の令和７年度、９年度、11年度は、定年が延長される年度です。

（単位：百万円・％・人）

06年度 07年度 伸び率 08年度 伸び率 09年度 伸び率 10年度 伸び率 11年度 伸び率 12年度 伸び率

88,885 92,882 4.5 91,302 △ 1.7 98,834 8.2 91,760 △ 7.2 99,455 8.4 93,838 △ 5.6

25,181 26,507 5.3 27,121 2.3 27,262 0.5 27,470 0.8 27,642 0.6 27,558 △ 0.3

16,219 15,351 △ 5.4 15,928 3.8 15,998 0.4 15,810 △ 1.2 15,486 △ 2.0 15,486 0.0

22,601 23,620 4.5 21,846 △ 7.5 22,555 3.2 23,242 3.0 23,951 3.1 23,556 △ 1.6

3,988 4,768 19.6 3,865 △ 18.9 10,028 159.5 3,600 △ 64.1 9,318 158.8 5,391 △ 42.1

20,896 22,636 8.3 22,542 △ 0.4 22,991 2.0 21,638 △ 5.9 23,058 6.6 21,847 △ 5.3

87,824 92,784 5.6 91,220 △ 1.7 98,669 8.2 91,730 △ 7.0 99,152 8.1 93,642 △ 5.6

53,947 54,354 0.8 55,261 1.7 55,652 0.7 57,102 2.6 57,742 1.1 58,708 1.7

人件費 14,354 15,024 4.7 15,493 3.1 15,054 △ 2.8 15,418 2.4 15,015 △ 2.6 15,307 1.9

（内、退職手当） 1,030 413 △ 59.9 672 62.7 119 △ 82.3 542 355.5 186 △ 65.7 433 132.8

 職員数 / 退職者数 1,348/92 1,334/22 1,360/31 1,356/9 1,334/25 1,330/7 1,330/22

扶助費 34,089 33,601 △ 1.4 33,938 1.0 34,623 2.0 35,357 2.1 36,142 2.2 36,983 2.3

公債費 5,504 5,729 4.1 5,830 1.8 5,975 2.5 6,327 5.9 6,585 4.1 6,418 △ 2.5

5,614 7,317 30.3 5,749 △ 21.4 13,034 126.7 5,170 △ 60.3 12,370 139.3 7,007 △ 43.4

28,263 31,113 10.1 30,210 △ 2.9 29,983 △ 0.8 29,458 △ 1.8 29,040 △ 1.4 27,927 △ 3.8

1,061 98 82 165 30 303 196

352 476 191 173 306 172 446

0 252 543 536 187

8,264 8,489 2.7 8,679 2.2 8,852 2.0 8,615 △ 2.7 8,251 △ 4.2 8,510 3.1

5,135 5,206 1.4 5,355 2.9 5,492 2.6 5,736 4.4 5,891 2.7 6,230 5.8

3,129 3,283 4.9 3,324 1.2 3,360 1.1 2,879 △ 14.3 2,360 △ 18.0 2,280 △ 3.4

94.6 99.4 99.5 100.1 101.5 101.9 102.8
△1.71

（11.32）
0.00

（11.33）
0.00

（11.31）
0.00

（11.29）
0.00

（11.30）
0.00

（11.30）
0.00

（11.31）
△11.42

（16.32）
△5.01

（16.33）
△5.73

（16.31）
△6.64

（16.29）
△7.91

（16.30）
△9.06

（16.30）
△10.73
（16.31）

3.8 2.4 2.4 2.6 2.5 2.9 3.8

△ 26.1 △ 27.2 △ 32.1 △ 16.8 △ 21.4 △ 8.6 △ 7.2
45,893 45,381 46,768 47,500 47,366 47,299 46,820

467 0 0 0 0 0 0

49,895 49,177 △ 1.4 47,497 △ 3.4 51,885 9.2 49,597 △ 4.4 52,858 6.6 52,448 △ 0.8

16,801 16,078 △ 4.3 16,623 3.4 15,240 △ 8.3 14,814 △ 2.8 13,243 △ 10.6 12,623 △ 4.7

標準財政規模
△ 1.1 3.1 1.6 △ 0.3 △ 0.1 △ 1.0（臨時財政対策債発行可能額）

地方債（年度末）残高

基金（年度末）残高

経常収支比率
健
全
化
判
断
比
率

実質赤字比率
（早期健全化基準）
連結実質赤字比率
（早期健全化基準）

実質公債費比率
（当該年度含む・３ヶ年平均）

将来負担比率

　うち減債基金残高

歳出総額　　　　　　　　　　　　　　

義務的経費

投資的経費

その他

形式収支

＊ 上記、形式収支は歳入見込から歳出見込を差し引いた額になります。
　 また形式収支が黒字であった場合は、翌年度に財調等基金へ積立てるものとしています。

　財調等基金への積立て

　財調等基金からの取崩し

財政調整基金等残高

　うち財政調整基金残高

項目

歳入総額　　　　　　　　　　　　　　

市税

地方交付税

国庫支出金

地方債

その他
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 歳 入

06年度 07年度 伸び率 08年度 伸び率 09年度 伸び率 10年度 伸び率 11年度 伸び率 12年度 伸び率

88,885 92,882 4.5 91,302 △ 1.7 98,834 8.2 91,760 △ 7.2 99,455 8.4 93,838 △ 5.6

25,181 26,507 5.3 27,121 2.3 27,262 0.5 27,470 0.8 27,642 0.6 27,558 △ 0.3

16,219 15,351 △ 5.4 15,928 3.8 15,998 0.4 15,810 △ 1.2 15,486 △ 2.0 15,486 0.0

22,601 23,620 4.5 21,846 △ 7.5 22,555 3.2 23,242 3.0 23,951 3.1 23,556 △ 1.6

3,988 4,768 19.6 3,865 △ 18.9 10,028 159.5 3,600 △ 64.1 9,318 158.8 5,391 △ 42.1

467 0 皆減 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

20,896 22,636 8.3 22,542 △ 0.4 22,991 2.0 21,638 △ 5.9 23,058 6.6 21,847 △ 5.3

地方特例交付金 1,014 207 △ 79.6 184 △ 11.1 184 0.0 184 0.0 184 0.0 184 0.0

譲与税等諸税 6,362 6,658 4.7 6,854 2.9 6,658 △ 2.9 6,658 0.0 6,658 0.0 6,343 △ 4.7

府支出金 6,950 7,373 6.1 7,520 2.0 7,585 0.9 7,794 2.8 7,900 1.4 8,077 2.2

分担金・負担金 353 1,017 188.1 799 △ 21.4 224 △ 72.0 224 0.0 226 0.9 310 37.2

使用料 1,175 1,068 △ 9.1 1,004 △ 6.0 992 △ 1.2 984 △ 0.8 979 △ 0.5 977 △ 0.2

手数料 347 293 △ 15.6 293 0.0 293 0.0 293 0.0 293 0.0 292 △ 0.3

財産収入 268 635 136.9 1,002 57.8 577 △ 42.4 268 △ 53.6 492 83.6 264 △ 46.3

繰入金 766 2,631 243.5 1,807 △ 31.3 3,338 84.7 2,182 △ 34.6 3,317 52.0 2,178 △ 34.3

繰越金 1,139 661 △ 42.0 0 皆減 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

寄附金 359 527 46.8 941 78.6 941 0.0 941 0.0 906 △ 3.7 906 0.0

諸収入 2,163 1,566 △ 27.6 2,138 36.5 2,199 2.9 2,110 △ 4.0 2,103 △ 0.3 2,316 10.1

※　上記は、単年度の収支調整を行う前の状態

歳 出 （単位：百万円・％）

06年度 07年度 伸び率 08年度 伸び率 09年度 伸び率 10年度 伸び率 11年度 伸び率 12年度 伸び率

87,824 92,784 5.6 91,220 △ 1.7 98,669 8.2 91,730 △ 7.0 99,152 8.1 93,642 △ 5.6

53,947 54,354 0.8 55,261 1.7 55,652 0.7 57,102 2.6 57,742 1.1 58,708 1.7

人件費 14,354 15,024 4.7 15,493 3.1 15,054 △ 2.8 15,418 2.4 15,015 △ 2.6 15,307 1.9

（内、退職手当） 1,030 413 △ 59.9 672 62.7 119 △ 82.3 542 355.5 186 △ 65.7 433 132.8

扶助費 34,089 33,601 △ 1.4 33,938 1.0 34,623 2.0 35,357 2.1 36,142 2.2 36,983 2.3

公債費 5,504 5,729 4.1 5,830 1.8 5,975 2.5 6,327 5.9 6,585 4.1 6,418 △ 2.5

5,614 7,317 30.3 5,749 △ 21.4 13,034 126.7 5,170 △ 60.3 12,370 139.3 7,007 △ 43.4

普通建設事業 5,614 7,317 30.3 5,749 △ 21.4 13,034 126.7 5,170 △ 60.3 12,370 139.3 7,007 △ 43.4

災害復旧事業 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

28,263 31,113 10.1 30,210 △ 2.9 29,983 △ 0.8 29,458 △ 1.8 29,040 △ 1.4 27,927 △ 3.8

物件費 9,911 11,460 15.6 10,273 △ 10.4 10,194 △ 0.8 10,334 1.4 9,972 △ 3.5 9,971 0.0

維持補修費 611 805 31.8 728 △ 9.6 755 3.7 793 5.0 731 △ 7.8 759 3.8

補助費等 7,334 8,044 9.7 7,356 △ 8.6 7,078 △ 3.8 6,886 △ 2.7 6,636 △ 3.6 6,584 △ 0.8

積立金 1,294 1,456 12.5 2,127 46.1 1,839 △ 13.5 1,511 △ 17.8 1,575 4.2 1,173 △ 25.5

投資・出資金 366 341 △ 6.8 668 95.9 1,096 64.1 934 △ 14.8 1,117 19.6 507 △ 54.6

貸付金 0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0 0 0.0

繰出金 8,747 9,007 3.0 9,058 0.6 9,021 △ 0.4 9,000 △ 0.2 9,009 0.1 8,933 △ 0.8

　　（国保） 2,254 2,230 △ 1.1 2,257 1.2 2,243 △ 0.6 2,234 △ 0.4 2,224 △ 0.4 2,214 △ 0.4

　　（後期高齢） 3,523 3,666 4.1 3,618 △ 1.3 3,608 △ 0.3 3,583 △ 0.7 3,565 △ 0.5 3,547 △ 0.5

　　（介護） 2,970 3,111 4.7 3,183 2.3 3,170 △ 0.4 3,183 0.4 3,220 1.2 3,172 △ 1.5

※　上記は、単年度の収支調整を行う前の状態

（単位：百万円・％）

歳出総額

項目

歳入総額

市税

地方交付税

国庫支出金

地方債

（内、臨時財政対策債）

その他

項目

義務的経費

投資的経費

その他
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R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7見込 R8見込 R9見込
R10見

込

R11見

込

R12見

込

合計 79.29 132.18 148.73 151.70 168.01 160.78 166.23 152.40 148.14 132.43 126.23

財政調整基金 28.99 51.20 51.20 44.74 51.35 52.06 53.55 54.92 57.36 58.91 62.30

減債基金 0.40 7.18 19.18 27.39 31.29 32.83 33.24 33.60 28.79 23.60 22.80

その他特定目的基金 49.90 73.80 78.35 79.57 85.37 75.89 79.44 63.88 61.99 49.92 41.13

49.90 73.80 78.35 79.57 85.37 75.89 79.44 63.88 61.99 49.92 41.13

0.40

7.18
19.18 27.39

31.29
32.83 33.24

33.60 28.79

23.60
22.80

28.99

51.20

51.20
44.74

51.35
52.06 53.55

54.92 57.36

58.91
62.3079.29

132.18

148.73 151.70

168.01
160.78 166.23

152.40 148.14
132.43 126.23

0

20

40
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80

100

120

140

160

180

200

億円 基金の推移

R2決算 R3決算 R4決算 R5決算 R6決算 R7見込 R8見込 R9見込 R10見込 R11見込 R12見込

市債残高 622.23 582.62 534.33 512.06 498.95 491.77 474.97 518.85 495.97 528.58 524.48

新規発行 32.29 24.4 27.54 32.08 39.88 47.68 38.65 100.28 36.00 93.18 53.91

公債費 70.71 66.96 78.24 56.44 55.04 57.29 58.30 59.75 63.27 65.85 64.18

622.23 582.62 534.33 512.06 498.95 491.77 474.97 518.85 495.97 528.58 524.48

32.29

24.4
27.54

32.08

39.88

47.68

38.65

100.28

36.00

93.18

53.91

70.71

66.96

78.24

56.44 55.04 57.29 58.30 59.75
63.27 65.85 64.18
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市債の推移 公債費・発行
（億円）

残高

（億円）
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（４）財政指標の設定（目標値・抵触基準）

本計画では、「財政健全化条例」第 15条（財政指標）に基づき、財政運営の継続的安定性を強化するた

め、次の４つの財政指標を定め、財政指標に目標値と抵触基準を設定しました。

目 標 値

実質単年度収支 計画期間最終年度において 0円以上

経常収支比率 計画期間最終年度において 100％未満

財政調整基金等残高比率 計画期間最終年度において 20％以上

将来負担比率 計画期間最終年度において 35％以下

抵 触 基 準

財政調整基金等残高比率 ５％以下となった場合

将来負担比率 100％以上となった場合

下記の表とグラフは、財政計画期間中の各指標の値と推移を表したものです。

財政計画期間における各指標の目標達成と基準値の抵触については、「経常収支比率」が人事院勧告に

伴う職員給与費の増加による人件費の増加や社会保障経費の増加による扶助費の増加、普通建設事業費

の増加に伴う公債費の増加が見込まれることから、令和 9 年度以降は 100％を上回る見込みに加え、「財

政調整基金等残高比率」が、20％を下回る見込みです。その他の指標においては目標を達成する見込みで

す。

推計値 R7 R8 R9 R10 R11 R12

実質単年度収支（億円） △4.65 1.73 2.54 △3.70 △0.89 1.50

経常収支比率 99.4% 99.5% 100.1% 101.5% 101.9% 102.8%

財政調整基金等残高比率 18.7% 18.6% 18.6% 18.2% 17.4% 18.2%

将来負担比率 △27.2 △32.1 △16.8 △21.4 △8.6 △7.2

１．実質単年度収支

R7見込 R8見込 R9見込 R10見込 R11見込 R12見込

実質単年度収支 △ 4.65 1.73 2.54 △ 3.70 △ 0.89 1.50

△ 4.65

1.73
2.54

△ 3.70

△ 0.89

1.50

△ 8

△ 6

△ 4

△ 2
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億円 実質単年度収支
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２．経常収支比率

３．財政調整基金等残高比率

４．将来負担比率

R7見込 R8見込 R9見込 R10見込 R11見込 R12見込

経常収支比率 99.4% 99.5% 100.1% 101.5% 101.9% 102.8%

99.4% 99.5%
100.1%

101.5% 101.9%
102.8%

94%

96%

98%

100%

102%

104%

経常収支比率

R7見込 R8見込 R9見込 R10見込 R11見込 R12見込

財政調整基金等残高比率 18.7% 18.6% 18.6% 18.2% 17.4% 18.2%

抵触基準 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0% 5.0%

18.7% 18.6% 18.6% 18.2% 17.4% 18.2%

0%

5%

10%

15%

20%

財政調整基金等残高比率

抵触基準

R7見込 R8見込 R9見込 R10見込 R11見込 R12見込

将来負担比率 △ 27.2％ △ 32.1％ △ 16.8％ △ 21.4％ △ 8.6％ △ 7.2％

抵触基準 100％ 100％ 100％ 100％ 100％ 100％

△ 27.2％ △ 32.1％
△ 16.8％ △ 21.4％

△ 8.6％ △ 7.2％

△ 50％

△ 25％

0％

25％

50％

75％

100％

将来負担比率
抵触基準
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（５）収支見通し

１．収支見通し
「収支見通し」は、「財政計画」を踏まえ、これに続く５年間（令和 13年度～令和 17年度）の財政収

支見通しを展望することにより長期的な課題の整理をするために作成するものです。

２．収支見通しの試算方法
①歳入

・すべての項目において、財政計画の試算方法に基づき試算。

②歳出

・人件費については、財政計画の試算方法に基づき試算。

・扶助費については、財政計画の試算方法に基づき、令和 13年度以降の伸び率を抑制し試算。

・公債費については、財政計画時点の償還計画を計上。

・普通建設事業費については、財政計画時点における整備内容のみ計上。

・その他の項目については、財政計画の試算方法に基づき試算。

３．収支見通し期間の財政収支
収支見通し期間においては、歳入歳出ともに増減はあるものの、令和 12年度までは、黒字収支となる

見込みです。しかし、令和 13年度以降については、社会保障経費の増加による扶助費の増加等が引き続

き見込まれることなどから、収支不足となる見通しです。

R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

歳入 928.8 913.0 988.3 917.6 994.6 938.4 906.8 906.3 892.2 884.0 885.5

歳出 927.9 912.2 986.7 917.3 991.5 936.4 913.9 920.4 903.7 894.2 895.1

928.8
913.0

988.3

917.6

994.6

938.4

906.8 906.3
892.2 884.0 885.5

927.9 912.2 986.7 917.3 991.5 936.4 913.9 920.4 903.7 894.2 895.1
800

850

900

950

1,000

1,050

億円 歳入・歳出

歳入 歳出

財政計画期間 収支見通し期間
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R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15 R16 R17

形式収支 1.0 0.8 1.6 0.3 3.0 2.0 △ 7.1 △ 14.0 △ 11.5 △ 10.3 △ 9.7

1.0 0.8 1.6
0.3

3.0 2.0

△ 7.1

△ 14.0
△ 11.5

△ 10.3 △ 9.7

△ 20

△ 15

△ 10

△ 5

0

5

10

億円 形式収支
収支見通し期間財政計画期間

R7見込 R8見込 R9見込 R10見込 R11見込 R12見込 R13見込 R14見込 R15見込 R16見込 R17見込

合計 84.89 86.79 88.52 86.15 82.51 85.10 84.82 74.67 69.32 59.55 50.38

財政調整基金 52.06 53.55 54.92 57.36 58.91 62.30 60.23 51.23 43.92 37.47 31.42

減債基金 32.83 33.24 33.60 28.79 23.60 22.80 24.59 23.44 25.40 22.08 18.96

32.83 33.24 33.60 28.79 23.60 22.80 24.59 23.44 25.40 22.08 18.96

52.06 53.55 54.92 57.36 58.91 62.30 60.23
51.23 43.92

37.47
31.42

84.89 86.79 88.52 86.15 82.51 85.10 84.82
74.67 69.32

59.55
50.38

0

20
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億円 基金残高

R7見込 R8見込 R9見込 R10見込 R11見込 R12見込 R13見込 R14見込 R15見込 R16見込 R17見込

市債残高 491.77 474.97 518.85 495.97 528.58 524.48 499.36 476.33 446.96 417.85 392.67

うち臨時財政対策債 238.21 212.46 187.11 162.60 138.91 117.33 97.27 79.15 63.03 49.03 37.21

うち臨財債を除く市債 253.56 262.51 331.74 333.37 389.67 407.15 402.09 397.18 383.93 368.82 355.46

253.56 262.51 331.74 333.37 389.67 407.15 402.09 397.18 383.93 368.82 355.46

238.21 212.46
187.11 162.60 138.91 117.33 97.27 79.15 63.03 49.03 37.21

0

200

400

600

市債残高

うち臨財債を除く市債 うち臨時財政対策債

残高

（億円）
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第３ 今後の取組み

本計画の策定に当たっては、現在の経済動向が維持されることを前提としており、歳入においては市税

及び譲与税、交付金等が堅調に推移することが見込まれます。また、歳出においては人件費及び普通建設

事業で年度間での増減が生じることや、扶助費や公債費の増加が見込まれるものの、財政計画期間中の収

支は黒字で推移します。

ただし、歳出において、給与費の増加による人件費の増加や社会保障経費の増加による扶助費の増加に

加え、庁舎建設等の大規模な普通建設事業に伴う公債費の増加が見込まれることから、「経常収支比率」

及び「財政調整基金等残高比率」の２つの財政指標において目標達成が困難な状況です。

また、令和 13 年度から令和 17 年度までの収支見通し期間においても、引き続き、歳出において社会

保障経費の増加に伴う扶助費の増加が見込まれることなどから収支不足となります。

これらの課題を解消するための取組として、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に基づき、本市の成

長や賑わいの創出に向けた「未来への投資」を総合的かつ計画的に展開することで、自主財源の確保に向

けた取組を強化し、市税等の歳入確保を図ります。併せて、「行政 DXの推進」、「公共施設の最適化」、「広

域行政の推進」などの行財政改革の取組を着実に実行することで、将来にわたっての市民サービスを維持

してまいります。

少子高齢化や人口減少が進む厳しい状況において、国の経済財政運営の方向性と同じくし、「新しい・

楽しい地方※」を目指し、限られた財源や人材を有効活用しながら、必要なサービスを過不足なく、そし

て持続可能な形で提供する仕組みを構築していくことが重要です。そのうえで、本市の賑わいの創出と活

性化に向けた取り組みを着実に進めなければなりません。

また、令和８年 11月には「第 45回全国豊かな海づくり大会 ～魚庭（なにわ）の海 大阪大会」が開催

されます。この大会は水産業の振興にとどまらず、岸和田市の魅力を全国へ積極的に発信できる絶好の機

会でもあることから、市全体のイメージアップを図るとともに大会を成功させるなど、「将来ビジョン・

岸和田」の基本理念「笑顔にあふれ、誰もが“幸せ”を感じる都市」の実現に向け職員一丸となって、市

民や企業、大学等と共創・連携により取り組んでまいります。

※「新しい・楽しい地方」…強い経済基盤と豊かな生活基盤を構築した上で、若者や女性にも選ばれる地方、高齢者も

含め誰もが安心して暮らし続けることができ、一人一人が幸せを実現できる地方
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